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このことについて、下記のとおり実施したので報告します。

記

１ 調査研究または

研修実施日
令和 7年 8月 23 日（土）

２ 調査研究または

研修の場所

ポートメッセなごや・コンベンションセンターで開催された

研修会を自宅で視聴

３ 調査研究事項

または研修名

地域から変える 生活保護をあたりまえの権利に

４ 参加者氏名

（ 1 名）

辻よし子

５ 調査研究または

研修の概要及び

感想等

別紙のとおり
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（別 紙）

【研修の概要】

テーマ：地域から変える 生活保護をあたりまえの権利に

各講座のテーマと講師
●「データが語る生活保護行政の実態～自治体の運用格差とその影響」（記念講演）桜井啓太（立命
館大学准教授）
●「保護基準の引上げと生活保護の最大活用で住民の暮らしを守る」（基調報告）吉永純（花園大学
教授）
●「自治体の不適切な運用をなくす～議員活動に期待すること」（報告１）田川英信（元世田谷区職
員・社会福祉士）
●「自動車保有を変えれば生活保護行政が変わる！」（報告２）太田伸二（弁護士）
●「ナショナル・ミニマムとしての生活保護基準の歴史とあるべき姿」（記念講演）岩永理恵（日本
女子大学教授）
●「いのちのとりで裁判弁護団・原告からの報告」（報告３）小久保哲郎（弁護士）
●「小金井市議会での『生活保護基準上げろ』意見書採択の経緯について」片山薫（小金井市議）

各講義を通じて学んだ概要をまとめると下記の 6点になる。
①生活保護行政の自治体間格差の問題
本来、生活保護制度は法定受託事務として実施運用には画一性が求められるが、実際には各自治

体および福祉事務所の裁量で運用されているのが実態であり、そのことによる自治体間格差が生じ
ている。その問題に着目し、運用の実態を数値で示しているのが「生活保護情報グループ」。しかし、
生活保護行政の運用に関する基本的なデータの多くが公開されていないという根本的な問題があ
る。

2023年 11月に群馬県桐生市で、生活保護利用者に対し毎日ハローワークに行くことを条件に 1
日 1,000円ずつ支給し、本来支給されるべき生活扶助費の半額しか渡さず、残額は市が保管してい
たという違法的な対応が発覚した。「生活保護情報グループ」で桐生市の過去 10年間の保護率を確
認したところ、2011年をピークに利用者数が半減していることが明らかになった。さらに、通院移
送費の認定件数が他の自治体と比較して極端に少ないこと、生活保護の却下・廃止率が極端に高い
こと等、不適切運用が疑われる実態が明らかになった。
桐生市に見られる特異的な数値は他の自治体でも散見される。他の自治体の生活保護の行政運用

においても同じような問題が生じていないか、数値を基にチェックをしていく必要がある。例えば、
法定期限内処理、自動車保有容認、通院移送費、扶養照会率など。

②低い生活保護の捕捉率
日本の生活保護の捕捉率は約 2割と言われ、先進諸国と比較して非常に低い。その要因は主に５
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つ。開始時の手持ち金（保有預貯金）の基準が低過ぎること。自動車を資産として捉え、保有でき
る条件が厳し過ぎること。家族への扶養調査が原則となり、申請そのものを躊躇させていること。
生活保護利用に対する社会的偏見（スティグマ）が根強く存在していること、「水際作戦」と言われ
るような違法・不適切な窓口対応が見られること。
これらの要因を克服するためには、生活保護制度自体の改革（資産要件の緩和、申請手続きの簡

素化、扶養調査の撤廃等）や、福祉事務所の運営方法や対応を改善すること、社会の意識・価値観
の変革（生活保護のセーフティーネットとしての重要性を広く認識し、社会的スティグマを減らす）
が必要である。

③生活保護制度の違法・不適切な運用をなくすために必要なこと
水際作戦がなくならない背景には福祉事務所の脆弱性があり、その主な内容は５つ。職員の研修

体制の不備・不足。社会福祉主事の任用資格が徹底されていない（全国的には約 6人に 1人が持っ
ていない）。人事異動サイクルが短い（全国平均では 3年程度で異動）。職員の総定数の抑制。監査
（指導検査）の報告性が漏給防止ではなく濫給防止に偏っている。

④生活保護制度を親しみやすい制度にするための工夫
生活保護のしおり、ホームページが生活困窮者の視点に立った表現になっているか見直す必要が

ある（国立市のHPは生活保護に対する差別を許さないという姿勢が明確に示されている）。相談室
がプライバシーの守られる環境になっているか、「不正受給は許しません」といったポスター等を貼
って威圧的な雰囲気になっていないかチェックする必要がある。相談者と職員との協議の音声録音
については、職員が適正な対応をしていることを明らかにし職員を守るためにも認めるべきである。
申請者の手持ちの金額が少ない場合は、保護開始決定までの期間について適切な額を借り払いする
仕組みを整える必要がある。

⑤生活保護利用の壁となっている自動車保有の制限について
自動車が必要な地方ほど生活保護の利用率が低いことから、自動車保有の制限が生活保護利用の

妨げになっていると考えられる。
現行の厚労省通知においても、公共交通機関の利用が著しく困難な場合の通勤や通院等のための

保有は認めており、通勤のための利用には保育園の送迎も含まれる。また、保護を受ける際に仕事
に就いていない場合でも 1年間処分を保留してもらうことができる（ただし、利用制限が厳しい）。
また、日常生活に不可欠な買い物等の利用についても、障害を理由とする場合は認めている。公共
交通不便を理由とする場合は、低所得世帯との均衡を失しないと保護の実施機関が認める場合は認
めている。まずは、この通知に沿った運用がされているか確認する必要がある。

⑥第 2次安倍政権下での生活保護減額は 2025年 6月 27日の最高裁判決により違法が確定
最高裁が生活扶助基準改定の違法性を認め、保護費減額処分の取り消しを命じたのは史上初。裁

判官全員一致で政府の行ったデフレ調整の違法性を認めた。国会賠償請求は棄却されたが、宇賀裁
判長は詳細な反対意見を述べ、林裁判官も補足意見を述べたことは重要な意味を持つ。しかし、判
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決後、厚生労働省は当事者への謝罪をせず、実質的な話合いも拒み、今後の対応は厚生労働省が一
方的に設置した専門家の審議に委ねるとしている。

（感想）
桐生市の生活保護を巡る問題については、市長が水際作戦の存在を認め、「桐生市福祉事務所の組

織としての認識に重大な問題があり、そこから生じた事務執行により、申請権の侵害が生じていた
ことが大きな要因であったと厳粛に受け止め、深く反省しております」「制度利用者並びに相談者の
皆様に対して、耐え難い苦痛や不利益を与えてしまったこと、また、桐生市民の誇りを著しく傷つ
けてしまったことに対しまして、心よりお詫び申し上げます」と 2025年 3月 28日の記者会見にお
いて謝罪をした。
桐生市の事件はたいへん衝撃的であったが、今回の研修を通じて、この事件はある意味氷山一角

であり、この背景には日本の生活保護の制度自体の問題と生活保護に対する根深いスティグマが存
在することを改めて突きつけられた。桐生市の利用者が減少し始めた時期が、最高裁判決で違法と
断じられた生活保護費引下げの時期と重なっていることからも明らかなように、政治の責任は非常
に大きい。
こうした中、厚労省が桐生市の事件を踏まえ、このような事案の発生が国民の生活保護制度に対

する信頼を大きく損ない、ひいては制度の根幹を揺るがすことにもつながりかねない問題であると
いう認識を示し、今年度の監査の重点事項の第一項目に「要保護者に対する権利侵害の防止」を掲
げたことについては、前向きに捉えたい。
一方、生活保護費の引下げを違法とする最高裁判決が出た後の厚労省の対応については、今回、

裁判に関わった弁護士からの報告を聞いて、改めて強い疑問を感じた。厚労省が一方的に立ち上げ
た審議会では、8月 13日に専門委員会の初会合が開かれ、8月 29日に第 2回目の専門家委員会が
開催されている。第 2回目の会合では原告側 7人が参考人として意見陳述をしたものの、その後の
傍聴が認められなかった。未だに謝罪がされていないことを含め、判決後の政府の姿勢は不誠実そ
のものと言わざるを得ない。
生活保護制度については、「生活保護費よりも低い賃金収入で頑張っている人がいる」「働かなく

ても暮らせるという甘えを助長し、本人のためにならない」「不正受給を無くすためには、全体で厳
しく管理するしかない」といった考えが一般的に根強くある。そうした中で桐生市のような事件を
二度と起こさないためには、常に生活保護制度の理念に立ち返り、適切な運用とは何かを深く考え
る必要があることを、今回の研修を通して改めて認識した。
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(各講義の写真)
左一段目：桜井啓太氏（立命館大学准教授） 右一段目：吉永純氏（花園大学教授）
左二段目：田川英信氏（元世田谷区職員・社会福祉士） 右二段目：太田伸二氏（弁護士）
左三段目：岩永理恵氏（日本女子大学教授） 右三段目：小久保哲郎氏（弁護士）
左四段目：片山薫氏（小金井市議）






